
ロートグループ人権方針 

 

ロートグループ※１は、Well-being な社会の実現を目指し、事業活動も日本だけでなく世界中に展開してお

りますが、あらゆる事業活動の土台となるのが人権の尊重です。ロートグループは、事業を行う過程で直接

または間接的に人権に影響を及ぼす可能性があることを認識しており、国連の「国際人権章典」※２、国際労

働機関（ILO)の「労働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣言」に加え、賃金や労働時間など労働者

の人権に関する条約、「OECD 多国籍企業行動指針」などの人権に関わる国際規範を支持し尊重するととも

に、医薬品の研究開発活動においては、「人間を対象とする医学研究の倫理的原則」（ヘルシンキ宣言）※３に

従い、患者様および被験者の方の人権を尊重、保護します。 

 

国連グローバル・コンパクトの 10 原則を署名企業として支持するとともに、「ビジネスと人権に関する指導

原則」を支持し、これらの原則に基づく取り組みを実践していきます。また、企業活動を行なうそれぞれの国

や地域で適用される法令を遵守します。国際的に認められた人権と各国や地域の法令との間に矛盾が生じ

た場合、当社は、国際的な人権の原則を尊重するための方法を追求します。 

 

1. 適用範囲 

本方針は、ロートグループのすべての役員と従業員※４に適用します。また、ロートグループは、ロートグルー

プの事業活動が地域社会の人々に影響を与える可能性を理解し、地域社会との共生を図るため、製品・サー

ビスに関係するサプライヤーをはじめとするすべてのビジネスパートナー、その他の関係者に対しても、本方

針を支持して人権を尊重するように求めます。 

 

2. 特に重要な人権課題 

事業活動に関連する以下の人権課題への取り組みが、人権尊重の責任の重要な要素であると認識していま

す。 

 

＜差別・ハラスメントの禁止＞ 

関連するすべてのステークホルダーの尊厳と基本的人権を尊重し、人種、民族、年齢、宗教、信条、性別、

国籍、社会的身分、障がいの有無、性的指向、ジェンダーアイデンティティ、身体的特徴、疾病の有無等を

理由とする差別やハラスメントを容認しません。また、多様性を尊重するとともに機会の均等に努めます。 

 

＜労働者の権利保障＞ 

児童労働、強制労働の禁止（奴隷、人身取引を含む）、結社の自由、団体交渉権の尊重 

低賃金労働（最低賃金、生活賃金を下回る労働）、長時間労働の防止 

労働安全衛生の確保（労働者の健康・メンタルヘルスを含む） 

 

＜プライバシーの尊重＞ 

顧客、従業員、その他ステークホルダーを含めた個人情報の保護を含むプライバシーの尊重 

 



＜高い倫理観によるテクノロジーの活用＞ 

テクノロジーの進歩は社会に大きな便益をもたらす一方で、人権侵害のリスクも内包していることを認識

し、AI、ビッグデータ、ロボティクス、IoT などを含むあらゆるテクノロジーの活用において、高い倫理観

に基づき、人権尊重の責任を果たします。 

 

3. 人権デュー・ディリジェンス 

人権への負の影響を特定し、防止または軽減し、適切かつ効果的な救済措置を講じるために、人権デュ 

ー・ディリジェンスの仕組みを構築し、継続的な実施に向けて取り組みます。 

 

4. 対話・協議 

事業活動において人権への負の影響を受ける、あるいは受ける可能性がある場合、関連するステークホ 

ルダーとの継続的な対話と協議を行い、人権尊重への取り組みを推進していきます。 

 

5. 苦情処理方法・通報窓口 

ロートグループは、人権に関して相談・通報できる内部通報制度の窓口として「ロートグループ・ホットライ 

ン」を設けています。また、外部のステークホルダーからも、本方針に違反した、あるいは違反するおそれ 

がある行為について通報できる窓口として「ビジネスパートナー・ホットライン」を設置しています。 

 

6. 救済措置 

人権に負の影響を引き起こしたり、助長したりしたことが明らかになった場合には、対話や適切な手続き 

を通じて、真摯かつ適切で効果的な救済措置を講じます。 

 

7. 教育・研修 

本方針がすべての事業活動に組み込まれ、効果的に実行されるよう、役員および従業員に対して人権啓 

発、適切な教育・研修を行います。 

 

8. 情報開示 

人権尊重の取り組みの進捗状況およびその結果を、各種レポートやウェブサイトなどで情報を公開します。 

 

2022 年 9 月 26 日制定 

2025 年 3 月 28 日改定 

 ロート製薬株式会社 取締役会承認 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

※１ ロートグループとは、 ロート製薬および国内外の子会社をさします。 

※２ 「国際人権章典」は、「世界人権宣言」及びこれを条約化した「市民的及び政治的権利に関する国際規約」「経済的、社会的及び文化的権利

に関する国際規約」の 3 つの文書の総称です。 



※３ 「人間を対象とする医学研究の倫理的原則」（ヘルシンキ宣言）とは、世界医師会によって策定された、人間を対象とする医学研究の倫理

的原則を示す宣言です。 

※４ すべての従業員とは、当社と雇用関係にある者および労働者派遣契約に基づく派遣社員を指します。 


